
（別添３） 

歯－1 

歯科診療報酬点数表関係 

 

【初診料】 

問１ 「Ａ０００」初診料の注１の施設基準に規定する、新興感染症に対する

対策の研修について、「（抗菌薬の適正使用を含む。）」が追加されたが、ど

のような内容の研修が該当するのか。 

（答）抗菌薬の適正使用に関する研修の内容は、「抗微生物薬適正使用の手引き 

第四版 歯科編」（厚生労働省健康・生活衛生局感染対策部感染症対策課・

医政局歯科保健課）を参考にすること。なお、令和８年５月 31 日までに受

講する研修については、当該内容が含まれていなくてもよいが、令和８年６

月１日以降に受講する研修には、本内容が含まれている必要がある。 

 

【電子的歯科診療情報連携体制整備加算】 

問２ 令和８年５月 31 日において現に医療ＤＸ推進体制整備加算及び診療録

管理体制加算の施設基準を届け出ている保険医療機関が、同年６月１日以

降に電子的歯科診療情報連携体制整備加算及び電子的診療情報連携体制

整備加算を算定する場合は、改めて届出を行う必要があるか。 

（答）改めて届出を行う必要がある。 

 

【重症度、医療・看護必要度】 

問３ 重症度、医療・看護必要度Ⅱを用いた評価を行うことが困難であること

に正当な理由がある場合に「主に歯科の入院患者を受け入れる病棟」が追

加されたが、具体的にはどのような病棟か。 

（答）評価を行う入院患者のうち、歯科の患者の割合が８割以上の病棟が該当す

る。なお、「主に歯科の入院患者を受け入れる病棟の重症度、医療・看護必

要度の取扱いについて」（令和７年８月７日付け事務連絡）を参照すること。 

 

【特別管理加算】 

問４ 「Ｂ０００－４」歯科疾患管理料の注 12 に規定する特別管理加算にお

ける、「障害者歯科治療」とは、具体的にはどのようなものか。 

（答）障害又は難病を有する患者に対する治療が該当する。なお、障害を有す

る患者に対する治療については、公益社団法人日本障害者歯科学会の「日

本障害者歯科学会研修カリキュラム」を参考とすること。 

（参考）日本障害者歯科学会研修カリキュラム 

https://www.jsdh.jp/media-download/215/f80e3591f003252e/ 

 

問５ 特別管理加算の施設基準における都道府県等との連携とは、都道府県等

からの委託を受けた保険医療機関が、障害者に対する歯科診療の提供や事
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歯－2 

業を実施する場合も、これに含まれるか。 

（答）含まれる。 

 

【口腔機能実地指導料】 

問６ 「Ｂ００１－２―２」口腔機能実地指導料の施設基準に規定する研修に

ついて、「歯科医師又は歯科衛生士を主体とする団体又は学会等が主催す

る」とあるが、具体的にどのような団体又は学会か。 

（答）例えば、歯科医師会や歯科衛生士会等の定期的に学術研修を実施している

団体や日本老年歯科医学会、日本小児歯科学会等の関係学会が考えられる。 

 

問７ 「Ｂ００１－２―２」口腔機能実地指導料の施設基準に規定する「口腔

機能発達不全症及び口腔機能低下症の概要、検査法、訓練法及び実地指導

方法等（入院患者や在宅・施設療養患者への対応を含むものであること。）

に係る研修」は、オンラインによる受講は可能か。 

（答）原則、対面とする。ただし、やむを得ずオンライン会議システム等を活用

して研修を実施する場合は、出席状況の確認、研修時間の確保、受講者から

の質問への対応、研修内容の理解度の確認等が行えるような形式で実施す

ること。 

例えば、 

・オンライン会議システムを活用する場合、受講者は原則としてカメラをオ

ンにし、主催者が出席状況を確認できるようにする。 

・受講者からの質問等について、オンライン会議システムの場合は、チャッ

トシステムや音声発信を用いることや、必要に応じ質問・回答について研

修会の Web ページに掲載する。 

 

問８ 「Ｂ００１－２―２」口腔機能実地指導料の施設基準について特掲診療

料施設基準通知別添１の第 13 の４の２の（１）において、「令和９年５月

31 日までの間、１の（１）に該当するものとみなす。」とされているが、

「口腔機能発達不全症及び口腔機能低下症の概要、検査法、訓練法及び実

地指導方法等（入院患者や在宅・施設療養患者への対応を含むものである

こと。）に係る研修」に関する届出について、どのように考えればよいか。 

（答）令和９年５月診療分までに関する施設基準の届出に限っては、「口腔機能

実地指導料の施設基準に係る届出書添付書類」（様式 17 の４）に受講歴を

記載する代わりに、口腔機能発達不全症及び口腔機能低下症の実地指導に

係る研修を令和９年５月までに受講予定である旨を記載すればよい。ただ

し、令和９年６月診療分以降も引き続き算定する場合は、当該研修の受講歴

を記載した上、再度、施設基準に係る届出を行う必要がある。 

なお、受講の申込みをしていたが受講が認められなかった場合や受講を

中断する場合には、遅延なく届出を辞退すること。 



（別添４） 

歯－1 

歯科診療報酬点数表関係 

 

【地域歯科医療加算】 

問１ 「Ａ０００」初診料の「注９」及び「Ａ００２」再診料の「注７」に規

定する地域歯科医療加算について、算定留意事項通知において「ハ その

他イ又はロに準ずるものである。」とされているが、どのようなものか。 

（答）例えば、次に掲げるものをいう。 

・都道府県等からの委託等により行う巡回診療であるもの。 

・都道府県等が実施する歯科保健医療活動に歯科巡回診療車が活用されて

いるもの。 

 

【情報通信機器を用いた歯科診療】 

問２ 「Ａ０００」初診料の「注 16」における「特に情報通信機器を用いた歯

科診療を行うことが必要と認められるもの」について、「災害が発生した

地域であって、別に診療報酬上の措置が講じられている地域に該当する場

合」が追加されたが、「災害発生時における保険診療関係等の取扱いにつ

いて」（令和８年３月 31 日保医発 0331 第２号）が適用された場合は該当

するのか。 

（答）該当しない。「災害が発生した地域であって、別に診療報酬上の措置が講

じられている地域に該当する場合」は、当該通知のなお書に記載する個別の

通知が発出された場合に該当する。 

 

【歯科疾患管理料】 

問３ 「Ｂ０００－４」歯科疾患管理料について、令和８年度診療報酬改定に

おいて、有床義歯に係る治療のみを行う患者に対しても算定可能とされた

が、傷病名がＭＴや義歯不適合（義歯フテキ）等の有床義歯に係る病名の

みの場合も算定可能か。 

（答）算定可能。なお、これに伴い「疑義解釈資料の送付について（その７)」

（平成 21 年１月 28 日事務連絡）別添の問２は廃止する。 

 

【歯周病患者画像活用指導料】 

問４ 「Ｂ００１－３」歯周病患者画像活用指導料について、「注１」及び「注

２」に「区分番号Ｄ００２に掲げる歯周病検査を実施する場合において」とあ

るが、歯周病検査の実施日以降に行う必要があるのか。 

（答）そのとおり。 

なお、これに伴い、「疑義解釈資料の送付について（その５）」（平成 30 年 7 月

10 日事務連絡）別添２の問８は廃止する。 
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歯－2 

【口腔機能実地指導料】 

問５ 「Ｂ００１－２―２」口腔機能実地指導料の施設基準に規定する「口腔

機能発達不全症及び口腔機能低下症の概要、検査法、訓練法及び実地指導

方法等（入院患者や在宅・施設療養患者への対応を含むものであること。）

に係る研修」は、口腔機能発達不全及び口腔機能低下症で異なる研修をそ

れぞれ受講した場合も該当するか。 

（答）該当する。なお、届出に当たっては、「特掲診療料の施設基準等及びその

届出に関する手続きの取扱いについて」（令和８年３月５日保医発 0305 第

８号）別添２の様式 17 の４に受講したそれぞれの研修を記載すること。 

 

問６ 「Ｃ００１」訪問歯科衛生指導料を算定した日に、「Ｂ００１－２―２」

口腔機能実地指導料を算定できるか。 

（答）口腔機能実地指導料に係る指導を実施した場合は、算定可能。 

 

【訪問歯科衛生指導料】 

問７ 算定留意事項通知の「Ｂ００１－２」歯科衛生実地指導料の留意事項通

知（３）、「Ｂ００１－２－２」口腔機能実地指導料の留意事項通知（２）

及び「Ｃ００１」訪問歯科衛生指導料の留意事項通知（９）において、患

者に提供する文書に当該指導を行った歯科衛生士の氏名を記載すること

とされているが、必ず姓名双方の記載が必要なのか。 

（答）カスタマーハラスメントの防止等の観点から、名字のみの記載とすること

は可能。なお、これに伴い、「疑義解釈資料の送付について（その２）」（令

和６年４月 12 日事務連絡）別添３の問 12 は廃止する。 

 

【画像診断】 

問８ 画像診断の「通則２」及び「通則３」の規定により、所定点数の 100 分

の 50 に相当する点数を算定する場合について、例えば、以下の場合にお

ける、同日に撮影した２枚目の診断料と撮影料の取扱い如何。 

①  根尖性歯周炎を診断するために歯科エックス線撮影により１枚撮影

した後、当該疾患の確定診断を行うために同様の撮影で偏心撮影によ

り１枚撮影した場合 

②  根尖性歯周炎を診断するために歯科エックス線撮影により１枚撮影

した後、根管形態の確認等を行うために歯科用３次元エックス線断層

撮影により１枚撮影した場合 

③  根尖性歯周炎を診断するために歯科エックス線撮影により１枚撮影

した後、根管充填を行い、状態の確認のために同様の撮影により１枚

撮影した場合 

④  歯周病及びう蝕を診断するために歯科パノラマ断層撮影により１枚



歯－3 

撮影した後、当該撮影において診断が困難なう蝕の確定診断を行うた

めに歯科用エックス線撮影により１枚撮影した場合 

⑤  両側大臼歯の抜歯のために歯科パノラマ断層撮影により１枚撮影し

た後、抜歯窩の確認のために、再度、同様の撮影により１枚撮影した

場合 

（答）それぞれ以下のとおりである。 

① 診断料及び撮影料は所定点数の 100分の 50に相当する点数により算定

する。 

②～⑤ 診断料及び撮影料は所定点数により算定する。 

なお、③の場合において、同一歯に対して根管治療中に、歯科用根管リー

マーによる試適のための歯科エックス線撮影を実施する場合や、根管充填

材の試適のための歯科エックス線撮影を、根管充填と同日に行う場合も所

定点数により算定する。 

 

【歯科口腔リハビリテーション料１】 

問９ 病名がＭＴのみの患者に対して、「Ｂ０１３」新製有床義歯管理料を算

定した月と同月に、口腔機能の回復又は維持を目的とした新製有床義歯の

調整又は機能的指導を行った場合は「Ｈ００１－２」歯科口腔リハビリテ

ーション料１の「１ 有床義歯の場合」は算定可能か。 

（答）算定可能。 

 

【病理診断】 

問 10 「別の原因で病変が独立して生じており、組織学的形態が異なる場合

は、２回を限度として算定する。」としているが、上下若しくは左右の同

一の組織に病変が生じている場合はそれぞれ算定可能か。 

（答）それぞれ病理診断が必要な場合は、２回を限度として算定可能。 
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